
○部局別主要事業
予算額欄の（ ）は、債務負担行為限度額 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 説 明

〔共通〕
1災 害 復 旧 事 業 費 20,175,054 1 公共災害復旧事業費 18,576,654

(1)環境森林部関係 180,717
・林道

(2)農政部関係 2,658,937
・農地 975,826
・農業用施設 1,596,271
・共同利用施設 86,840

(3)県土整備部関係 15,737,000
・道路 867,000
・河川 13,930,000
・砂防 800,000
・都市計画 140,000

2 県単災害復旧事業費 1,598,400
(1)環境森林部関係 398,400
・林道 68,400
・治山 300,000
・自然公園等施設 30,000

(2)県土整備部関係 1,200,000
・道路、河川等

2公 共 事 業 費 5,818,000 1 環境森林部関係 2,068,000
・治山

2 県土整備部関係 3,750,000
・河川 2,450,000
・砂防 1,300,000

〔県民生活部〕
3災 害 救 助 費 148,377 災害救助法に基づく被災者の救助等に要する経費

1 災害救助法関係 97,927
(1)学用品給与 7,517
(2)市町村への職権委任（避難所設置等） 90,410
2 災害弔慰金等 50,450
(1)災害弔慰金 11,250
(2)災害援護資金貸付金 39,200

〔保健福祉部〕
4社会福祉施設等災害 76,950 被害を受けた障害者支援施設の復旧に対する助成
復 旧 費 ・補助率 3/4（国 1/2、県 1/4）

〔産業労働観光部〕
5産 業 活 性 化 金 融 1,071,500 被害を受けた県内中小企業を支援するための「平成27年
対 策 費 ９月関東・東北豪雨緊急対策資金」の貸付けに要する経費

〔資金の概要〕
・融 資 枠 30億円
・融資対象者 直接又は間接的に被害を受けた中小企業
・融資限度額 8,000万円
・融 資 利 率 1.3％以内(保証付/責任共有制度対象外)

1.5％以内(保証付/責任共有制度対象)
・融 資 期 間 10年以内(うち据置期間２年以内)



（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 説 明

6平成27年９月関東・ 4,312 平成27年９月関東・東北豪雨緊急対策資金等を利用した
東北豪雨緊急対策 (38,714) 中小企業への利子補給に要する経費
資金利子補給事業費 ・補給対象 直接被害を受けた中小企業への融資

・補給期間 融資実行後２年間
・補給割合 1/3
・債務負担行為限度額 38,714千円

〔農政部〕
7農漁業災害対策特別 108,771 県農漁業災害対策特別措置条例に基づく、農作物等生産
措 置 費 (7,260) 維持のための助成及び経営の安定に必要な資金の融通措置

に要する経費
・事業主体 市町村
1 病害虫防除用農薬購入費等補助金 108,177
・補 助 対 象 病害虫防除用農薬購入費等、樹草勢回復

用肥料購入費等、代替作付け用種苗等購
入費、種苗等の輸送費、農作物取り片付
け作業費、農作物育成管理用施設等撤去
作業費

・補 助 率 県 1/2（市町村 1/2）
2 災害経営資金等利子補給費補助金 594
・融 資 枠 536,000千円
・融 資 対 象 農業経営に必要な経費及び施設復旧費
・融資限度額 200万円、500万円、600万円
・融 資 期 間 ７年以内（うち据置２年以内）
・融 資 利 率 0.3％、0.7％
・債務負担行為限度額 7,260千円

8農業近代化資金融通 1,100 農業用施設の復旧等に必要な資金融通に係る利子補給に
促 進 費 (59,163) 要する経費

・融 資 枠 440,000千円
・融 資 対 象 被災した施設等に対する再投資
・融資限度額 1,800万円
・融 資 期 間 15年以内（うち据置７年以内）
・融 資 利 率 0.7％、1.0％
・債務負担行為限度額 59,163千円

9被災農業者向け経営 240,554 被害を受けた農業生産施設等の再建等に対する助成
体育成支援事業費 ・事業主体 市町村

・補 助 率 国 3/10、県 2/10、市町村 1/10

〔県土整備部〕
10県 単 公 共 事 業 費 800,000 災害関連県単公共事業（河川・砂防）の施行に要する経

費

11災 害 等 調 査 費 1,008,000 被災箇所の復旧工事に係る調査、設計等に要する経費
1 災害調査費 848,000
2 砂防調査費 160,000

12ダム施設保全事業費 39,800 ダム施設内に堆積した土砂の撤去に要する経費
・実施箇所 ２箇所



（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 説 明

13被災住宅再建等支援 4,032 被災住宅の再建等のための借入れに対する利子補給に要
事 業 費 (29,568) する経費

・事 業 主 体 市町村
・対 象 住 宅 半壊・一部損壊・床上浸水住宅（被災者

生活再建支援金支給対象を除く）
・対 象 限 度 額 500万円(100万円未満の借入れは対象外)
・利 子 補 給 率 市町村が行う利子補給の1/2(上限0.5％)
・利子補給期間 ５年間
・債務負担行為限度額 29,568千円

〔教育委員会〕
14県立学校施設災害 424,600 栃木工業高校の災害復旧に要する経費
復 旧 費 1 施設・設備改修費 81,492

教室棟、実習棟、体育館兼講堂等の床改修等
2 備品更新費 343,108

実習用機器等の更新

〔企業局〕
〔施設管理事業会計〕
15栃木県民ゴルフ場 15,000 県民ゴルフ場の災害復旧に要する経費
災 害 復 旧 事 業 費


